
だけど現実は

埼玉で若者が一人暮らしするのに必要なのは…

その根拠は…

　埼玉で25歳の男性が一人暮らしするのに必要
な生計費は、2016年で月額24万円でしたが、8年
が経ち、月額27.4万円（時給1,800円以上）で
13.6％上昇しました。この間の消費税増税、物価
高が影響し、食費・水光熱費・教養娯楽費が顕著に
引き上がっています。
　試算では、食費が1日1,700円程度で「外食どこ
ろかコンビニ弁当を買うのも悩む」との声も。最低
賃金いますぐ1,500円は切実な要求です。

この金額。
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　都市部に比べ、地方は経費がかから
ないのではという声がありますが、図の
ように必要な生計費はどこも同じです。
現行の最賃額では地域格差が最高と最
低で212円、東京と埼玉の間でも85円
あります。この差は月額12,750円、年
収で15万3,000円になります。格差に
よる人口流出や人手不足が地域経済を
疲弊させており、県知事が先頭に立って
問題を明らかにした徳島では最賃が84
円の引き上げになりました。

2016 年

食費
38,610円

住居費
52,500円

非消費支出
（税金・社会保障）
51,055円

水道・光熱6,867円
家具・家事用品4,781円被服・履物6,906円

保健医療3,366円

交通・通信
19,635円

教養・娯楽
20,225円

1カ月

24万1,879円
時給1,613円

その他（交際費等）
20,634円

予備費（貯蓄等）
17,300円
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※2022年10月～2024年に調査ないし改定したもの（全労連まとめ）

　最低生計費とは、「普通に暮らすために
必要な金額」を生活実態や持ち物の調査
から試算したものです。この結果、全国ど
こで暮らしても時給1,700円必要と出さ
れましたが、最低賃金は最高の東京でも
1,163円と遠くおよびません。

　2024年6月に世界経済フォーラムが発表したジェンダーギャ
ップ指数では、日本の男女格差は146ヵ国中118位とOECD38
ヵ国でワースト２です。「夫婦が同等の権利を有する」とした憲法
24条のように、男女間の格差なく、育児や介護を分担し合える
社会、ジェンダー平等の実現は待ったなしです。

男性も女性も、
自分らしく生きられる社会に

最低生計費は

全国どこでも

同じなのに…

すべて国民は
健康で文化的
な最低限度の
生活を営む権
利を有する。

憲法

25
条

地域性別
こんなに格差が…

雇用形態

最低生計費

若年単身世帯（25歳・男性）

食費
52,243円

住居費
54,167円

非消費支出
（税金・社会保障）
58,184円

予備費（貯蓄等）
19,600円

水道・光熱10,205円
家具・家事用品3,818円

被服・履物 8,142円
保健医療 3,519円

交通・通信
15,400円

教養・娯楽
25,843円

1カ月

27万4,690円
時給1,831円

その他（交際費等）
23,569円

　国と地方の公務員には、地域ごとの民間賃金
水準を反映させるためとされる「地域手当」があ
りますが、2024年の人事院勧告では埼玉の大
多数の自治体で引き下げとされました。東京区
部の20％に比べ、東京の隣接市の多くで４％と
地域間格差がさらに拡大。公務員だけでなく保
育や介護施設などの賃金にも影響する大問題
です。
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2024年人事院勧告による地域手当の変動（一例）

今すぐ最低賃金1,500円へ
人間らしい生活では1,800円必要

2024年 若年単身世帯（25歳・男性）
埼玉県の最低生計費試算調査より

ジェンダー差別

なくさなくちゃ！

　新型コロナ感染拡大では、医療・
介護・福祉などのエッセンシャルワー
カーの働き方が注目されました。し
かし、高齢化社会のなかで、例えば
介護職員の賃金は全産業平均より
月額7万円以上低い実態です。
　総務省の労働力調査で、雇用労
働者6149万人のうち、非正規労働
者は2107万人にのぼります（2024

業種による格差も…
　　　　非正規労働者の処遇改善を！
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性・雇用形態別賃金推移（月額）

年9月調査）。しかし、低賃金で不安
定な処遇は一向に改善されません。
国や自治体で働く非正規公務員に
ついても、1年契約における雇止め
の不安や正規労働者との格差が問
題となっています。
　どんな業種・雇用形態で働いても
「普通に暮らせる賃金」の保障が求
められます。

で

婚姻は、両性の合意のみに基
いて成立し、夫婦が同等の権
利を有することを基本とし
て、相互の協力により、維持
されなければならない。

憲法

24
条

あれから 8年
消費税も物価も上がり…

　2023年7月に女性活躍推進法に基づく男女賃金格差
が公表されましたが、女性の賃金は正規で男性の75.2％、
非正規も含めると69.5％です。さらに国家公務員では正
規男性100に対し、非正規女性の賃金は37.1％と低賃
金。全非正規労働者の68.2％が女性のため、女性の貧
困がすすみ、高齢女性の生活困窮の実態は深刻です。

月給では27万4,690円
（月150時間換算）時給だと1,831円

（円）

もらえてますか？

地域手当で格差拡大 !?

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成



2025年は戦後 80
年 あらためて

 

日本国憲法を考
えよう！いま、

憲法改正って必要なの？

そんなことは

ありません！

２、緊急事態条項を創設する
　自民党の改憲草案の緊急事態条項
は、首相が「緊急事態」と判断すれば、
議会、憲法、法律が停止され、国会の
議決を経ずに予算の執行ができてしまい
ます。
　これでは、内閣の独裁が可能になるこ
とも考えられます。

 東日本大震災の時は、そんな必要は
まったくありませんでした。
 東日本大震災の後に、日本弁護士連
合会（日弁連）が被災した市町村（岩手
・宮城・福島）にアンケートを取りました
が、回答した市町村のほとんどが、政
府への権限集中は必要ない、災害対策
については、逆に現場をよく知ってい
て現場に近い自治体が主導すべきだ
と言ってます。
　わざわざ憲法に入れなくても、すで
に法律が整備されているから充分な
んです。能登半島の震災でも、改憲し
なくても対応が可能です。

5 年で防衛予算はこんなに…

そのお金があったら…

福祉、教育、中小業者支援も…!

世界第3位の軍事費大国へ
　自公政権は、2023～27年の5年間で
43兆円の軍事費を支出。27年度には防
衛費はGDP比2％で11兆円（関連費含
む）と、アメリカ、中国に次ぐ世界第3
位となる予定です。
財政制度審議会では「有事において財

政面でも機動的な対応が必要」と軍事費
増を求めており、生活関連予算の削減で
国民負担が増大します。これは軍拡によ
る国民生活破壊をもたらす「亡国」への道
です。

　戦争やテロなども未然防止が基
本ですし、すでに事態対処法や警
察法などの法律で対処がされてお
り、憲法を改正してまで対応すべ
き必要性はありません。

　政府は防衛費を５年間で総額43兆
円捻出するために、「防衛力強化資
金」を創設するなどとしています。
　しかし、そこには医療施設や医療
労働者の待遇改善のため、またコロ
ナ禍で苦しむ中小業者向け融資のた
めのお金の流用が含まれます。さらに
復興特別所得税の流用も浮上してい
ます。
　「歳出削減」では社会保障や教育
関係費についても検討されていま
す。本来国民の生活のために使われ
るべき財源が軍備に流用され、増税・
国債の乱発がなされれば、戦時中の
ように軍備のために生活が犠牲にな
る。これは「いつか来た道」ではない
でしょうか。

よその国が攻めてきた
ときやテロが起きたと
き、緊急事態条項は必
要なんじゃないの？

関東大震災での「緊急事態条項」の2つの濫用

今がそのとき！

　いま、日本は戦後・被爆80年を前にし
て、大きな分かれ道に立っています。「戦
争のない世界」をめざす憲法にもとづく生
き方が根底から覆されようとしています。
　そんななか、2024年のノーベル平和賞
を、核兵器廃絶を世界に訴えつづけてき
た日本原水爆被害者団体協議会（日本被
団協）が受賞しました。
　金権腐敗、大軍拡・戦争国家づくりをお
しすすめる自公政権に対し、各種世論調
査でも「憲法を守れ」が多数です。
　「軍拡増税反対」「軍拡やめて暮ら
しへ、教育へ」「核のない世界を」の声
を上げていきましょう。

Q

A

　いえいえ、それは大きな誤解です。
感染症対策として必要があれば、感
染対策特別措置法などの法律を整備
して、強力な措置を取ることができる
んです。憲法上の『緊急事態条項』
と感染症対策の『緊急事態宣言』は、
言葉は似てるけれど、全くの別物です。

日本の新型コロナ対策が後
手後手だったのは、憲法に
緊急事態条項がなくて、欧
米のようにロックダウンみ
たいな強力な措置ができな
かったからじゃないの？

Q

A

自民党改憲案の問題点
１、憲法九条に自衛隊を明記する
　書き込まれようとしている自衛隊は、
海外の戦場で武力行使ができる自衛隊
で、第二項を削除し、自衛権の発動や
「国防軍」の設置を狙っています。
　第二項には「戦力の不保持、交戦権の
否定」が盛り込まれていますが、ここが空
文化すれば、憲法九条の意味自体がなく
なってしまいます。

　石破茂首相は2024年10月7日の所信表
明演説で、憲法改正にむけての議論をすす
めていくと表明しました。しかし、10月27
日の総選挙では、「裏金問題」などに対する
国民の怒りから自公政権は過半数割れに
なりました。戦後80年になる2025年には、
参議院選挙があります。平和憲法を守るた
め、改憲勢力の狙いを学習しましょう。

おおきな災害とかテロ
が起きたら、政府に 
権限を集めるのも仕 
方ないんじゃない？

Q

なるほど！

　2024年5月の朝日新聞の世論調査で
は、憲法9条があることで「日本は戦争をし
ないで済んできた」との意見に8割が共感。
産経新聞の世論調査では改憲論議を「急ぐ
必要がない」と65％が回答しています。
　さらに、7月に公表された日本世論調査
会の「平和に関する世論調査」では、自衛隊
は「専守防衛に徹するべき」との回答が68
％に達し、多くの人が敵基地攻撃をアメリカ
軍と一体で行う自衛隊を望んでいないこと
が、あらためて明らかとなっています。

A

5年間43兆円の財源

埼玉県労働組合連合会 さいたま市浦和区高砂-3-10-11　第1木村ビル2F
TEL 048-838-0771 FAX 048-838-0775

災害対策・災害対応について
憲法は障害になったか

ならなかった
96%

なった
※財産権…震災の
　ガレキの取扱い
→災害対策基本法
　第64条第2項等
　で対応可能

（日本弁護士連合会 2015年9月）
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　旧憲法の下で緊急事態条項はどのよ
うに使われたでしょうか。
　関東大震災（1923年9月）の場合を
見てみると、震災当時、朝鮮人が不逞の
行動を取り、放火その他凶暴な行為を
おこなっているというデマが流れ、「暴
動が起きた、爆弾を使用した、強姦が
なされた」と次々に内容が誇張されま
した。このデマを前提に政府は、自然災
害の地震に緊急勅令で要件を拡張して
適用しました。このために2つのことが
起きました。
　第1に軍隊が武器を使用して朝鮮人
を殺傷。また、軍の指示を受けた市民が
組織した自警団が検問、リンチ等をおこ
ない、朝鮮人を大量殺害したことです。
　第２に大正デモクラシーの消滅です。
大正デモクラシーでは護憲運動等の自

声をあげないと
　　政治は変わらない

◀憲法改悪に反対する署名にご協力を

由主義や普通選挙運動等の民主主義
が広まり、軍隊も必要がないと軍縮等の
活動がなされました。
　しかし、関東大震災でのデマと軍の出
動で、極度の不安にあった国民は｢軍が
頼もしい｣｢国家に強力な権力を行使し
て欲しい｣という意識が蔓延し、大正デ
モクラシーが事実上消滅しました。
　そして、政府は朝鮮人の暴動がデマ
だと気づくと流言飛語を発したものを
処罰するという｢治安維持令｣を緊急勅
令で発し、この治安維持令がその後の
｢治安維持法｣制定の契機になりました。

「東京新聞」（2022年12月17日付）他より作成

りゅうげんひご

現行水準の防衛費
25兆9000億円

歳出改革3兆円強

決算剰余金の活用
3兆5000億円

防衛力強化資金
4兆6000億円

増税
3兆円強

2023 24 25 26 27 28年度以降

ローン
16.5兆円

＋

建設国債など
2兆5000億円

継続が
不透明な
財源
⇩

さらなる
増税や
国債発行
の懸念

大学授業料の
無償化
小中学校の
学校給食無償化
医療費窓口負担
（本人負担）ゼロ

年金受給者全員に
月1万円を上乗せ
消費税を
10%から8％に

1兆8千億円

4386億円

5兆1837億円

4兆8612億円

4兆3146億円

国保料・税を1人
2万3千円引き下げ 約5兆円

教
育・子
育
て

教
育・子
育
て

年
金

年
金

■軍事費5兆円があったら
　何ができる？

「東京新聞」（2022年6月6日付）他より作成


